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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第１四半期累計期間
第８期

会計期間
自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

自　2021年７月１日
至　2022年６月30日

売上高 （千円） 847,555 3,390,339

経常損失(△） （千円） △57,811 △67,740

四半期（当期）純損失(△） （千円） △105,969 △378,146

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － －

資本金 （千円） 1,398,087 1,116,273

発行済株式総数 （株） 8,141,800 7,376,000

純資産額 （千円） 780,700 323,040

総資産額 （千円） 2,618,142 2,186,291

１株当たり四半期（当期）純損失(△） （円） △13.40 △65.96

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 29.8 14.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておりませんので、記載しておりません。

３．第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

でありましたので期中平均株価が把握できず、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４．第９期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

５．１株当たり配当額については、当社は配当を実施していないため記載しておりません。

６．当社は、第８期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第８期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、当社は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響を受け、その長期化・再拡大への懸

念から、昨年度に続き経済活動への制限・自粛が継続された期間となりました。国内のワクチン接種の拡充や渡航

自粛制限の解除など平常化につながる動向は生まれているものの、依然として経済活動の完全な再開への先行きに

ついては不透明な状況が続いています。

ファッション市場は、かかる状況を受けたテレワークの一般化に伴う外出需要の低下に加え、世界的な原材料・

素材価格の上昇、物流コストの高騰等により、マイナス影響の大きい市場となっています。一方で、消費者の購買

行動が変容し、ＥＣ化率が上昇しています。この流れのなか、当社の提供するサービスは、ファッション市場全体

に関する上記諸課題の影響を受けつつも、ＥＣサービスであること、在宅でサービスが受けられることなどが奏功

し、継続的に需要を獲得しています。

感染者数拡大の第８波の発生が来たる冬季に見込まれていることなど、新型コロナウイルス感染症の収束時期が

見通せない状況であるため、2022年10月以降の経営成績及び財政状態については、依然として予測困難な影響を及

ぼす事象が生じる可能性が残されており、その影響額については、提出日現在において合理的に見積もることは困

難でありますが、直近の会員数に大きな影響は生じておりません。

また、当社はパーソナルスタイリングの要素を強みとしてファッションレンタルサービスのパイオニアとしての

ポジションを維持し、市場を牽引する立場として成長を遂げております。サブスクリプション型のビジネスモデル

が持つ収益の安定性や時代に適うパーソナル需要を的確に満たすサービスモデルの特性が評価され、2022年７月29

日には東京証券取引所グロース市場への上場を実現いたしました。資金調達と信用調達により、今後一層の事業推

進を行ってまいります。

これらの結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高847,555千円、EBITDA（営業利益＋レンタル用資産償却

費＋減価償却費）43,728千円、営業損失29,805千円、経常損失57,811千円、四半期純損失105,969千円となりまし

た。

なお、当社は、パーソナルスタイリング事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略し

ております。

 

（資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は1,919,082千円となり、前事業年度末に比べ339,394千円増加しまし

た。これは主に、上場に伴う公募増資等による現金及び預金の増加282,619千円によるものであります。固定資産

は699,060千円となり、前事業年度末に比べ92,455千円増加しました。これは主に、月額会員数の増加に応じて、

必要在庫数が増加したことに伴いレンタル用資産が90,627千円増加したことによります。

この結果、総資産は2,618,142千円となり、前事業年度末に比ベ431,850千円増加しました。

 

（負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は639,861千円となり、前事業年度末に比ベ21,810千円減少しまし

た。これは主に、返済により短期借入金が86,251千円減少したことによります。固定負債は1,197,581千円とな

り、前事業年度末に比ベ3,999千円減少しました。これは、返済により長期借入金が3,999千円減少したことによる

ものであります。

この結果、負債合計は1,837,442千円となり、前事業年度末に比べ25,809千円減少しました。

 

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は780,700千円となり、前事業年度末に比べ457,659千円増加しました。

これは、上場に伴う公募増資等により資本金及び資本剰余金がそれぞれ281,814千円増加し、四半期純損失計上に

よる利益剰余金の減少105,969千円によるものであります。

この結果、自己資本比率は29.8％となりました。
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(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,864,000

計 28,864,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
 

（2022年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,141,800 8,141,800
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株であります。

計 8,141,800 8,141,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年７月28日

（注）１
733,000 8,109,000 269,744 1,386,017 269,744 1,528,573

2022年８月30日

（注）２
32,800 8,141,800 12,070 1,398,087 12,070 1,540,643

（注）１．有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

発行価格　　　　　　 800円

引受価額　　　　　　 736円

資本組入額　　　　　 368円

払込金総額　　 539,488千円

２．有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

割当価格　　　　　　 736円

資本組入額　　　　　 368円

割当先　みずほ証券株式会社

 

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

     2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  －  － －

議決権制限株式（自己株式等）  －  － －

議決権制限株式（その他）  －  － －

完全議決権株式（自己株式等）  －  － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,376,000  73,760
「１(1）②発行済株式」

の「内容」の記載を参照

単元未満株式  －  － －

発行済株式総数  7,376,000  － －

総株主の議決権  －  73,760 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年７月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2022年６月30日）
当第１四半期会計期間
（2022年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,139,598 1,422,218

売掛金 334,177 315,498

商品 42,448 34,902

貯蔵品 8,796 15,293

前払費用 30,224 49,238

その他 28,037 85,207

貸倒引当金 △3,596 △3,275

流動資産合計 1,579,687 1,919,082

固定資産   

有形固定資産   

レンタル用資産（純額） 234,817 325,444

機械装置（純額） 68,238 70,505

工具、器具及び備品（純額） 6,683 6,429

その他（純額） 5,068 4,977

有形固定資産合計 314,807 407,357

無形固定資産   

ソフトウエア 1,916 1,772

無形固定資産合計 1,916 1,772

投資その他の資産   

長期預金 200,000 200,000

敷金 88,235 88,285

その他 1,644 1,644

投資その他の資産合計 289,879 289,929

固定資産合計 606,604 699,060

資産合計 2,186,291 2,618,142
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2022年６月30日）
当第１四半期会計期間
（2022年９月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 120,138 166,295

短期借入金 252,923 166,672

１年内返済予定の長期借入金 21,146 19,076

未払金 86,681 117,179

未払費用 7,310 8,155

未払法人税等 10,360 572

前受金 120,698 120,946

預り金 24,554 21,981

契約負債 17,858 18,865

その他 － 117

流動負債合計 661,671 639,861

固定負債   

長期借入金 1,174,683 1,170,684

資産除去債務 20,704 20,704

その他 6,192 6,192

固定負債合計 1,201,580 1,197,581

負債合計 1,863,251 1,837,442

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,116,273 1,398,087

資本剰余金 1,258,829 1,540,643

利益剰余金 △2,052,862 △2,158,831

株主資本合計 322,240 779,900

新株予約権 800 800

純資産合計 323,040 780,700

負債純資産合計 2,186,291 2,618,142
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期累計期間
（自　2022年７月１日
至　2022年９月30日）

売上高 847,555

売上原価 423,436

売上総利益 424,118

販売費及び一般管理費 453,924

営業損失（△） △29,805

営業外収益  

受取利息 4

雑収入 157

営業外収益合計 162

営業外費用  

支払利息 5,048

上場関連費用 23,120

営業外費用合計 28,168

経常損失（△） △57,811

特別損失  

減損損失 47,584

特別損失合計 47,584

税引前四半期純損失（△） △105,395

法人税等 573

四半期純損失（△） △105,969
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

（耐用年数の変更）

当社が保有するレンタル用資産は、従来、耐用年数を12ヵ月として減価償却を行ってきましたが、レンタル用

資産の利用期間実績が伸長していることを踏まえ、当第１四半期会計期間より、耐用年数を18ヵ月に見直し、将

来にわたり変更しております。これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の営業損失及び経常損

失は21,361千円減少し、税引前四半期純損失は60,882千円減少しております。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前事業年度の有価証券報告書の(追加情報)(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見

積り)に記載した新型コロナウイルス感染症の仮定について重要な変更はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年６月30日）
当第１四半期会計期間
（2022年９月30日）

貸出コミットメントの総額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － －

差引額 100,000 100,000

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）の償却額は、次のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　2022年７月１日

　　至　2022年９月30日）

減価償却費 73,533千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年７月29日をもって東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。上場にあたり、2022年

７月28日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式）増資による新株式733,000株の発行によ

り、資本金及び資本剰余金はそれぞれ269,744千円増加しております。また、2022年８月30日を払込期日とす

る有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）による新株式

32,800株の発行により、資本金及び資本剰余金はそれぞれ12,070千円増加しております。

この結果、当第１四半期会計期間末において、資本金が1,398,087千円、資本剰余金が1,540,643千円となっ

ております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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　当社の事業セグメントは、パーソナルスタイリング事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

 パーソナルスタイリング事業

　レンタル利用料等 738,340

　販売売上（買取料） 109,214

　顧客との契約から生じる収益 847,555

　その他の収益 －

外部顧客への売上高 847,555

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　2022年７月１日

　　至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △13円40銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失（△）（千円） △105,969

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △105,969

普通株式の期中平均株式数（株） 7,905,289

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要

－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月14日

株式会社エアークローゼット

取締役会　御中
　

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 東京事務所  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 芝田　雅也

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 能勢　直子

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エアー

クローゼットの2022年７月1日から2023年６月30日までの第９期事業年度の第１四半期会計期間（2022年７月１日から

2022年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年７月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エアークローゼットの2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
  

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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